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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第１期

第２四半期連結累計期間
第１期

第２四半期連結会計期間

会計期間
自  平成21年７月１日
至  平成21年12月31日

自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日

売上高 (千円) 29,125,142 16,273,808

経常利益 (千円) 450,550 409,195

四半期純利益 (千円) 262,508 238,626

純資産額 (千円) ― 4,816,796

総資産額 (千円) ― 19,886,776

１株当たり純資産額 (円) ― 5,449.70

１株当たり四半期
純利益金額

(円) 296.99 269.98

潜在株式調整後
１株当たり四半期
純利益金額

(円) ― ―

自己資本比率 (％) ― 24.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △692,828 ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △691,535 ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 187,873 ―

現金及び現金同等物の
四半期末残高

(千円) ― 580,958

従業員数 (名) ― 548

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　当社は平成21年７月１日設立のため、前連結会計年度以前については記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 548〔78〕

(注) １　従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(名) 14

(注)　従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。
　
(2) 仕入実績

当第２四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(千円)

医療機器販売事業 13,655,885

その他の事業 510,731

合計 14,166,616

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 受注実績

該当事項はありません。

　

(4) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

医療機器販売事業 15,607,640

その他の事業 666,167

合計 16,273,808

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は第１四半期連結会計期間の四半

期報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

　また、重要事象等は存在しておりません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

株式譲渡契約書の締結

当社は、平成21年10月20日開催の取締役会において、株式会社栗原医療器械店（本社：群馬県太田市、

代表取締役社長　梅澤悟）の全株式を取得し完全子会社化することを決議し、同日に、株式譲渡契約書の

締結を行いました。

　株式譲渡契約書の締結の詳細につきましては、「第一部[企業情報]第５[経理の状況]１[四半期連結財

務諸表][追加情報]」に記載しております。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、設立第１期として初めて四半期報告書を作成しているため、前期比

較についての記載を行っておりません。

　

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、輸出や生産等にはゆるやかな回復の兆しがみら

れ、消費者意識も昨年初めの底打ちした状態から上昇しているものの、引き続き厳しい雇用状況や所得の

不安に伴う個人消費の低迷、また設備投資の縮小等により、景気の先行きは依然不透明な状況で推移して

おります。 

　医療業界におきましては、医療保険の財政負担の軽減を目的とした医療費抑制政策が推進されるなか、

安心・安全な医療供給体制の構築や医師不足への対応など、より厳しい経営環境が続いております。

　当社グループが属する医療機器販売業界におきましては、様々な競争がより激化しており、医療機関の

ニーズに合わせた安心・安全・安価な医療機器や、付加価値の高い商品およびサービスの提供が求めら

れております。そのため、今まで以上に経営の効率化並びにコスト削減に対する努力が不可欠な状況と

なっており、業界再編が加速しております。また、平成22年４月に行われる医療材料の償還価格改定によ

る影響等、粗利益率の確保に向けた対応が必要となります。

　このような経営環境の下、当社グループは平成21年７月１日に株式移転方式により当社を設立し持株会

社制へ移行しました。続いて、経営の効率化を図るため平成21年10月１日に会社分割により当社子会社で

ある協和医科器械株式会社の子会社の支配・管理事業を当社に承継し、重複した各社の管理機能を集約

しました。また、多様化する医療機関のニーズへの対応、更なる業務効率の改善、国内市場での大幅な競争

力の向上を実現するために、同業他社との資本提携等に向けて努めております。

　この結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高は16,273百万円、営業利益は378百万円、経常利益

は409百万円、四半期純利益は238百万円となりました。

　

EDINET提出書類

協和医科ホールディングス株式会社(E22995)

四半期報告書

 5/34



事業の種類別セグメントの概況は、以下のとおりであります。

①医療機器販売事業

医療機器販売事業は、急速な景気悪化の影響により高額備品の販売が一時大きく落ち込んでおりまし

たが、徐々に回復傾向にあり、増改築に伴う高額備品案件における情報収集及び営業努力の結果、当第２

四半期連結会計期間におきましては、予想以上の販売を獲得するに至りました。また、医療機関での症例

数増加に伴い消耗品の販売が引き続き好調に推移したこと等により、売上高は15,607百万円となりまし

た。利益面では、引き続き医療機関からの価格引き下げ要求により利益が圧迫されておりますが、仕入先

との価格交渉や高額備品案件の獲得により利益の確保が出来たため、売上総利益は1,626百万円となりま

した。

②その他の事業

その他の事業は、医療材料の購買・在庫管理ソフトのＡＳＰサービスが、予定していた案件の遅延に伴

い低調に推移したものの、介護福祉機器の販売及びレンタルでは、高規格救急車の販売が増加したことに

加え、引き続き顧客拡大に向けての積極的な販売努力により一般顧客への介護機器のレンタルが順調に

推移しました。また、医療機器の修理及びメンテナンスは、納入実績に基づく営業活動や感染対策提案を

行い、医療機器の保守点検が順調に推移しました。以上のこと等により、その他の事業の売上高は666百万

円、売上総利益は169百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

①資産

当第２四半期連結会計期間末における総資産は19,886百万円となりました。うち流動資産は16,283百

万円、固定資産は3,602百万円であります。

　流動資産の主な内容としましては、受取手形及び売掛金12,487百万円、商品及び製品2,610百万円であり

ます。

　固定資産の主な内容としましては、有形固定資産1,884百万円、無形固定資産490百万円、投資その他の資

産1,227百万円であります。

②負債

当第２四半期連結会計期間末における総負債は15,069百万円となりました。うち流動負債は14,752百

万円、固定負債は317百万円であります。

　流動負債の主な内容としましては、支払手形及び買掛金13,809百万円、短期借入金280百万円でありま

す。

　固定負債の主な内容としましては、退職給付引当金103百万円であります。

③純資産

当第２四半期連結会計期間末における純資産は4,816百万円となりました。なお、自己資本比率は

24.2％、１株当たり純資産額は5,449.70円となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末と比較して

116百万円減少し、580百万円となりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、248百万円の収入となりました。 

　主な要因としましては、仕入債務の増加額2,791百万円、税金等調整前四半期純利益408百万円、たな卸

資産の減少額312百万円等の収入要因に対し、売上債権の増加額3,185百万円等の支出要因が下回った

ことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、577百万円の支出となりました。 

　主な要因としましては、有形固定資産の取得による支出516百万円、無形固定資産の取得による支出47

百万円等の支出要因によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、211百万円の収入となりました。 

　主な要因としましては、短期借入金の増加額220百万円の収入要因に対して、配当金の支払額７百万円

等の支出要因が下回ったことによるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

医療費抑制政策の推進に伴う医療施設の減少、老年人口の増加、医療機関の経営統合や共同購入の進

展、安心・安全な医療供給体制の構築や医師不足への対応等、医療機器販売業界におきましては今まで以

上に経営の効率化並びにコスト削減に対する努力が不可欠な状況となっており、合併や業務提携に向け

た動きが加速され競争がより激化してきております。

　このような状況の中で、当社は平成21年10月20日に株式会社栗原医療器械店との間で株式譲渡契約書の

締結を行っており、平成22年７月１日(予定)に全株式を取得しグループ化することにより、規模拡大・地

域補完による医療機器卸売事業の強化、医療機器の共同購買による仕入機能の強化及び広域に亘る病院

グループによる共同購入への対応、経営資源の集約化による経営の効率化及び基幹システム統合による

開発コストの削減等の取り組みを推進し、更に当社グループの企業価値を向上させ、業界ナンバーワン企

業の実現に向けて努めてまいります。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

①提出会社

平成21年12月31日現在

事業所名

(所在地)

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の

内容

帳簿価額(千円) 従業

員数

(名)
建物

及び構築物
車両運搬具

土地

(面積㎡)

工具、器具

及び備品
合計

本社

(静岡県静岡市清水区)
持株会社

賃貸用

不動産
― ―

71,332

(　1,001)
52,712124,04514

(注) １　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２　平成21年10月１日の会社分割に伴い、完全子会社である協和医科器械株式会社より土地71,332千円、工具、器具

及び備品44,946千円を承継しております。なお、土地については完全子会社である協和医科器械株式会社へ賃

貸しております。

　

②国内子会社

平成21年12月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の

内容

帳簿価額(千円) 従業

員数

(名)
建物

及び構築物
車両運搬具

土地

(面積㎡)

工具、器具

及び備品
合計

協和医科器械㈱

本社、本社営業部

(静岡県静岡市清

水区)

医療機器販売事業

その他の事業

本社機能

販売業務
141,3132,483

―

( 　　―)
51,045194,842106

本社、本社営業部

移転用地

(静岡県静岡市駿

河区)

― ― ― ―
562,693

(　3,003)
― 562,693―

(注)　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

①重要な設備の新設等

第１四半期連結会計期間末に計画中であった、協和医科器械㈱本社、本社営業部の事務所移転用地の取

得につきましては、平成21年11月に完了いたしました。

　

②重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 3,300,000

計 3,300,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 884,452 884,452ジャスダック証券取引所
単元株式数は100株
であります。

計 884,452 884,452 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

― 884,452 ― 800,000 ― ―
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(5) 【大株主の状況】

　 　 平成21年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

池谷　保彦 静岡県静岡市清水区 142 16.13

協和医科ホールディングス従業
員持株会

静岡県静岡市清水区草薙北３番18号 129 14.69

永田　幸夫 静岡県静岡市清水区 31 3.59

野田　了子 静岡県静岡市清水区 22 2.49

平山　泰 静岡県静岡市清水区 20 2.31

アルフレッサホールディングス
株式会社

東京都千代田区大手町一丁目１番３号 20 2.26

株式会社静岡銀行 静岡県静岡市葵区呉服町一丁目10番地 20 2.26

株式会社清水銀行 静岡県静岡市清水区富士見町２番１号 16 1.80

株式会社中京銀行 愛知県名古屋市中区栄三丁目33番13号 16 1.80

村松　道夫 静岡県静岡市駿河区 13 1.52

計 ― 432 48.89
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式　  　　　500
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 　　 882,700 8,827 ―

単元未満株式 普通株式　　　　1,252 ― ―

発行済株式総数 884,452 ― ―

総株主の議決権 ― 8,827 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株(議決権１個)含まれて

おります。

２　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が89株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
協和医科ホールディングス株式会社

静岡県静岡市
清水区草薙北
３番18号

500 ― 500 0.05

計 ― 500 ― 500 0.05

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 3,3002,9903,0003,1102,9802,700

最低(円) 2,8302,7002,8502,9302,7502,600

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

当四半期報告書提出日現在における当社役員の状況は次のとおりであります。

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
社長 ― 池谷保彦

昭和29年
１月16日

昭和51年４月 村中医療器㈱入社

(注)３ 142,678

昭和53年６月 協和医科器械㈱入社

昭和60年12月 ㈱オズ取締役就任(現任)

平成３年８月 協和医科器械㈱取締役営業部長兼浜松支店長就任

平成６年７月 同社常務取締役営業本部長就任

平成９年８月 同社東海営業本部長就任

平成12年10月 ㈱エヌエイチエス静岡取締役就任(現任)

平成13年９月 協和医科器械㈱代表取締役社長就任(現任)

平成18年１月 静岡県医科器械協会(現：静岡県医療機器販売業

協会)会長就任(現任)

平成20年４月 日本医療機器学会理事就任

平成20年６月 日本医療機器販売業協会副会長就任

平成21年７月 当社代表取締役社長就任(現任)

取締役 ― 平野　清
昭和27年
３月28日

昭和42年３月 協和医科器械㈱入社

(注)３ 4,900

平成７年７月 同社沼津支店長就任

平成11年７月 ㈱オズ営業本部長就任

平成16年９月 同社執行役員就任

平成17年９月 同社代表取締役社長就任

平成17年10月 協和医科器械㈱執行役員就任

平成19年９月 同社取締役就任

同社常務執行役員営業統括本部長就任

㈱オズ取締役就任(現任)

平成21年7月 協和医科器械㈱専務取締役就任(現任)

同社専務執行役員営業統括本部長就任(現任)

当社取締役就任(現任)

平成21年９月 協和医科器械㈱愛知営業本部長就任

取締役 ― 柴田英治
昭和30年
９月24日

昭和53年３月 協和医科器械㈱入社

(注)３ 6,600

平成12年７月 同社総務部(現：管理部)部長就任

平成14年７月 同社内部監査室長就任

平成17年10月 同社執行役員就任

平成19年９月 同社取締役就任(現任)

同社常務執行役員経営管理本部長就任(現任)

㈱オズ取締役就任(現任)

平成21年７月 当社取締役就任(現任)

取締役 ― 遠山峰輝
昭和40年
10月24日

平成３年４月 マッキンゼー・アンド・カンパニー入社

(注)３ ―

平成12年５月 ㈱メディカルクリエイト代表取締役社長就任

平成14年９月 協和医科器械㈱取締役就任

平成16年２月 ㈱先端機能画像医療研究センター取締役就任(現

任)

平成17年12月 ㈱ケア・アソシエイツ(現：㈱アルテディア)代表

取締役ＣＥＯ就任

平成18年11月 ㈱磐梯アルテディアメディカルパートナーズ代表

取締役就任

平成19年７月 ㈱メディカルクリエイト代表取締役社長就任(現

任)

平成21年７月 当社取締役就任(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役 ― 宮﨑清英
昭和20年
３月９日

昭和43年４月 新日本証券㈱(現：みずほ証券㈱)入社

(注)３ 400

平成７年６月 同社取締役就任

平成７年６月 同社管理本部副本部長就任

平成10年４月 同社常務取締役就任

平成11年３月 同社法務部長就任

平成11年６月 同社常務執行役員就任

平成12年２月 同社業務管理部長就任

平成12年４月 新光証券ビジネスサービス㈱顧問就任

平成12年６月 同社代表取締役社長就任

平成17年５月 同社顧問就任

㈱アトムシステム常勤監査役就任

平成17年９月 協和医科器械㈱取締役就任

平成18年10月 ㈱ティーズフューチャー取締役就任

平成21年７月 当社取締役就任(現任)

監査役
(常勤) ― 田中　勉

昭和13年
５月17日

昭和32年４月 服部猛商店入社

(注)４ 12,539

昭和36年10月 精工医科電機㈱入社

昭和50年８月 協和医科器械㈱入社

平成10年10月 同社取締役就任

平成12年７月 ㈱オズ取締役就任

平成13年10月 協和医科器械㈱常務取締役就任

平成15年９月 同社常勤監査役就任(現任)

㈱オズ監査役就任(現任)

平成21年７月 当社監査役就任(現任)

監査役 ― 大澤恒夫
昭和29年
１月15日

昭和53年10月 司法試験合格　第33期司法修習生

(注)４ ―

昭和56年４月 弁護士登録

日本アイ・ビー・エム㈱法務部社内弁護士

昭和61年４月 大澤法律事務所代表就任(現任)

平成14年９月 協和医科器械㈱監査役就任(現任)

平成16年４月 大阪大学大学院客員教授(現任)

平成17年４月 桐蔭横浜大学法科大学院教授(現任)

平成19年４月 中央大学法科大学院客員教授(現任)

平成21年７月 当社監査役就任(現任)

監査役 ― 神田増男
昭和20年
２月６日

昭和38年４月 名古屋国税局総務部入署

(注)４ 200

平成11年７月 伊勢税務署長就任

平成12年７月 税務大学校名古屋研修所長就任

平成14年７月 福岡国税不服審判所部長審判官就任

平成15年７月 静岡税務署長就任

平成16年８月 税理士登録

神田税理士事務所代表就任(現任)

平成19年９月 協和医科器械㈱監査役就任(現任)

平成21年７月 当社監査役就任(現任)

計 167,317

(注) １　取締役　遠山峰輝及び宮﨑清英は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役　大澤恒夫及び神田増男は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成21年７月１日である当社の設立日より、平成22年６月期に係る定時株主総会の終結の時

までであります。

４　監査役の任期は、平成21年７月１日である当社の設立日より、平成25年６月期に係る定時株主総会の終結の時

までであります。

　

EDINET提出書類

協和医科ホールディングス株式会社(E22995)

四半期報告書

13/34



第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当四半期報告書は、設立第１期として最初に提出するものであるため、前年同四半期との対比は行っ

ておりません。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年７月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 580,958

受取手形及び売掛金 ※３
 12,487,088

商品及び製品 2,610,297

原材料及び貯蔵品 8,275

その他 601,031

貸倒引当金 △3,707

流動資産合計 16,283,943

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１, ※２
 334,227

土地 ※２
 1,365,864

その他（純額） ※１
 184,460

有形固定資産合計 1,884,552

無形固定資産 490,989

投資その他の資産

その他 ※２
 1,264,274

貸倒引当金 △36,984

投資その他の資産合計 1,227,290

固定資産合計 3,602,832

資産合計 19,886,776
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※３
 13,809,025

短期借入金 280,000

未払法人税等 151,560

その他 511,539

流動負債合計 14,752,124

固定負債

退職給付引当金 103,190

その他 214,664

固定負債合計 317,855

負債合計 15,069,980

純資産の部

株主資本

資本金 800,000

資本剰余金 825,897

利益剰余金 2,868,530

自己株式 △2,088

株主資本合計 4,492,338

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 324,457

評価・換算差額等合計 324,457

純資産合計 4,816,796

負債純資産合計 19,886,776
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 29,125,142

売上原価 25,858,545

売上総利益 3,266,596

販売費及び一般管理費

給料及び手当 1,231,800

従業員賞与 334,461

退職給付費用 59,755

法定福利費 200,240

減価償却費 124,920

賃借料 199,088

業務委託費 184,187

貸倒引当金繰入額 1,110

その他 542,350

販売費及び一般管理費合計 2,877,915

営業利益 388,680

営業外収益

受取利息 1,730

受取配当金 2,295

仕入割引 58,385

その他 9,356

営業外収益合計 71,767

営業外費用

支払利息 5,147

株式交付費 4,000

その他 750

営業外費用合計 9,897

経常利益 450,550

特別損失

固定資産除却損 359

特別損失合計 359

税金等調整前四半期純利益 450,191

法人税、住民税及び事業税 187,557

法人税等調整額 124

法人税等合計 187,682

四半期純利益 262,508
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 16,273,808

売上原価 14,478,536

売上総利益 1,795,271

販売費及び一般管理費

給料及び手当 621,101

従業員賞与 151,423

退職給付費用 30,143

法定福利費 99,913

減価償却費 63,716

賃借料 99,435

業務委託費 93,157

貸倒引当金繰入額 1,032

その他 257,148

販売費及び一般管理費合計 1,417,072

営業利益 378,199

営業外収益

受取利息 486

受取配当金 2,291

仕入割引 26,329

その他 4,844

営業外収益合計 33,950

営業外費用

支払利息 2,482

その他 472

営業外費用合計 2,954

経常利益 409,195

特別損失

固定資産除却損 330

特別損失合計 330

税金等調整前四半期純利益 408,864

法人税、住民税及び事業税 97,727

法人税等調整額 72,510

法人税等合計 170,238

四半期純利益 238,626
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 450,191

減価償却費 132,434

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11,837

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,002

受取利息及び受取配当金 △4,025

支払利息 5,147

株式交付費 4,000

固定資産除却損 359

売上債権の増減額（△は増加） △3,389,256

たな卸資産の増減額（△は増加） △221,222

その他の流動資産の増減額（△は増加） △112,917

仕入債務の増減額（△は減少） 2,564,291

未払消費税等の増減額（△は減少） 18,855

その他の流動負債の増減額（△は減少） 145

その他 △6,927

小計 △546,084

利息及び配当金の受取額 5,531

利息の支払額 △5,377

法人税等の支払額 △146,897

営業活動によるキャッシュ・フロー △692,828

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △622,397

無形固定資産の取得による支出 △59,905

投資有価証券の取得による支出 △1,909

長期前払費用の取得による支出 △7,177

敷金及び保証金の差入による支出 △16,128

敷金及び保証金の回収による収入 15,683

その他 300

投資活動によるキャッシュ・フロー △691,535

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 280,000

株式の発行による支出 △4,000

自己株式の取得による支出 △98

配当金の支払額 △88,028

財務活動によるキャッシュ・フロー 187,873

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,196,491

現金及び現金同等物の期首残高 1,777,449

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 580,958
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当社は平成21年７月１日に協和医科器械㈱より単独株式移転の方法によって、株式移転設立完全親会社
として設立されました。四半期連結財務諸表は、第１四半期連結会計期間から作成しておりますので、「四
半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等」を記載しております。

　

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　２社

　　連結子会社の名称

協和医科器械㈱

㈱オズ

 
　 (2) 非連結子会社の名称

　　該当する会社はありません。

 
２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法を適用した関連会社数

　　該当する会社はありません。

 
　 (2) 持分法を適用しない関連会社の名

称

　　㈱エヌエイチエス静岡

　　持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適

用から除外しております。

 
３　連結子会社の四半期連結

決算日に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。

 
４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

四半期連結決算期末日の市場価

格等に基づく時価法(評価差額

は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法に

より算定)

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

 
　 ②たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸

資産

評価基準は原価法(収益性の低

下による簿価切下げの方法)

a 商品　　移動平均法

b 貯蔵品　最終仕入原価法
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項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日)

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備を

除く)については、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物 10年～50年

工具、器具及び備
品

４年～10年

 

　 ②無形固定資産

定額法

自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法によっ

ております。

市場販売目的のソフトウェアに

ついては、販売可能有効期間(５

年)の見込販売収益に基づく償

却額と残存有効期間に基づく均

等配分額とを比較し、いずれか

大きい額を償却費として計上し

ております。

 
　 ③長期前払費用

定額法

 
　

　
(3) 重要な繰延資産の処理方法

株式交付費

支出時に全額費用として処理し

ております。

 
　 (4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

 
　 ②退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当四半期連結累計期間における退

職給付債務の見込額に基づき計上

しております。
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項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日)

　
　

(5) 収益及び費用の計上基準

ファイナンス・リース取引に係る

収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上

原価を計上する方法によってお

ります。

 

　 (6) その他四半期連結財務諸表作成の

ための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

 

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

 
６　四半期連結キャッシュ・

フロー計算書における資

金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資であります。

 

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。
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【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日)

(株式譲渡契約書の締結)
　当社は、平成21年10月20日開催の取締役会において、株式会社栗原医療器械店(本
社：群馬県太田市、代表取締役社長　梅澤悟)の全株式を取得し完全子会社化する
ことを決議し、同日に、株式譲渡契約書の締結を行いました。
 
１　株式取得の目的

当社グループは、主に静岡県を中心とする東海地域の医療機関向けに医療機
器・用品を販売している医療機器卸売企業グループであり、多様化する医療機
関のニーズへの対応、更なる業務効率の改善、国内市場での大幅な競争力アッ
プを実現するため、平成21年７月１日に株式移転方式により当社を設立し持株
会社体制に移行致しました。
　一方、株式会社栗原医療器械店は、主に群馬県を中心とする北関東地域の医療
機関向けに医療機器・用品を販売している医療機器卸売企業であります。当社
の子会社である協和医科器械株式会社と株式会社栗原医療器械店は、平成19年
７月13日付にて、両社が保有する有益な経営資源を相互に活用することで両社
の経営基盤を強固なものにするとともに、成長の加速を通じ企業価値の向上を
実現するため、業務提携の契約を締結致しました。業務提携の具体的な内容と
しては、両社が有する専門領域における知識を相互に活用し両社の事業領域拡
大を図る、両社の営業力・サービスの付加価値向上を目的として両社共同で新
サービス(ＳＰＤ等)の開発・展開を図る、両社の人材交流及び教育により相互
協力関係を構築するというものであり、現時点では、協和医科器械株式会社で
開発した在庫管理ソフトシステムを株式会社栗原医療器械店を通じ販売する
等の成果が出ております。
　しかしながら、医療機器販売業界を取り巻く環境は、医療制度改革による診療
報酬改定に伴い特定保険医療材料の価格が引き下げられ、医療機関において
は、財政悪化からコスト削減の対応として広域に亘る病院の医療機器の共同購
入や、より一層の経営効率を図るための病院経営コンサルティング会社が進出
するなど、当社グループにとって引き続き厳しい状況となっております。また、
薬事法改正に伴い、医療機関のニーズに合わせた安心・安全・安価な医療機器
や、付加価値の高い商品及びサービスの提供等が求められております。
　このような環境の中で、医療機器ディーラーの経営は厳しさを増しており、経
営基盤の強化が引き続き喫緊の課題であり、合併や業務提携に向けた動きが加
速し、生き残りをかけた競争がこれまで以上に激化してきております。当社グ
ループとしても厳しい経済状況の中で、当初の目的である業務提携による効果
を早急に強化する必要性が出てまいりました。当社グループは持株会社体制へ
の移行の目的を実現し、国内最大の市場である東京都を中心とした関東圏地域
の競争力を大幅にアップさせるために、静岡県を中心に東海地域に強固な営業
基盤を持つ協和医科器械株式会社と、群馬県を中心に北関東地域に強固な営業
基盤を持つ株式会社栗原医療器械店の両社で保有する経営資源を相互補完的
に活用することにより、強固な経営基盤を確立するとともに、シナジー効果の
創出と今以上の成長の加速を通じ更なる企業価値の向上を実現するため、当社
は株式会社栗原医療器械店を子会社化することを決定致しました。

 
２　株式取得の相手先の名称

株式会社エム・ケー、栗原医療従業員持株会、梅澤　悟、小林　清、栗原　勝、周
藤　和晴、清水　弘之、富岡　一幸、染川　好平
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当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日)

３　取得する会社の概要

商号 株式会社栗原医療器械店

本店所在地 群馬県太田市清原町４番地の６

代表者の役職・氏名 代表取締役社長　梅澤　悟

事業内容 医療機器等卸売事業

資本金の額 80百万円

設立年月日 平成21年４月１日(注)１

大株主及び持株比率 1. 株式会社エム・ケー　　　　　71.00％
2. 栗原医療従業員持株会　　　　10.00％
3. 梅澤　悟　　　　　　　　　　10.00％
4. 小林　清　　　　　　　　　　 2.00％
5. 栗原　勝　　　　　　　　　　 2.00％

該当会社の最近３年間の経営成績及び財政状態　　　　(単位：百万円)
　

　
平成19年６月期

(注)２

平成20年６月期

(注)３

平成21年６月期

(注)４

純資産 821 589 55

総資産 19,344 19,983 17,149

売上高 44,943 49,856 56,106

営業利益又は
営業損失(△)

115 △306 △52

経常利益 358 101 103

当期純利益又は
当期純損失(△)

16 △359 △447

(注) １　株式会社栗原医療器械店は平成21年４月１日をもって新設分割に

より株式会社エム・ケー(株式会社栗原医療器械店から商号変

更)から分割されております。

２　新設分割前の業績です。決算日は６月20日です。

３　新設分割前の業績です。決算日は６月30日です。

４　平成21年３月31日までの新設分割前の業績と、平成21年４月１日

から平成21年６月30日の新設分割後の業績を合算しております。

 
４　株式取得の時期

平成22年７月１日(予定)
 
５　取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況

異動前の所有株式数
0株
(所有割合：0.00％)

取得株式数
1,600株
(取得価額：1,400百万円)

異動後の所有株式数
1,600株
(所有割合：100.0％)

 
６　支払資金の調達方法

当社が、平成22年７月１日(予定)に株式会社栗原医療器械店の全株式を取得
し子会社化することにより、株式会社栗原医療器械店は協和医科器械株式会
社、株式会社オズとともに、当社の完全子会社となります。
　なお当社は、現段階において株式会社栗原医療器械店の株式を保有しており
ません。また株式取得資金につきましては、自己資金及び金融機関等からの借
入金による調達を予定しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 1,086,366千円

　

※２　担保資産

　　　担保に供している資産

建物及び構築物 256,935千円

土地 767,600千円

その他(投資有価証券) 421,340千円

計 1,445,875千円

 
※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ
いては、手形交換日をもって決済処理しておりま
す。
なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関
の休日であったため、次の四半期連結会計期間末
日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含ま
れております。

受取手形 16,294千円

支払手形 226,507千円

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年12月31日)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 580,958千円

現金及び現金同等物 580,958千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成21年７月１日　

至　平成21年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 884,452

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 589

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

当社は平成21年７月１日に株式移転により設立された持株会社であるため、配当金の支払額は下記

の完全子会社の定時株主総会にて決議された金額です。

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年９月14日
定時株主総会

協和医科器械㈱
普通株式

88,389 10平成21年６月30日 平成21年９月15日 利益剰余金

　
(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　

　
医療機器
販売事業
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

15,607,640666,16716,273,808 ― 16,273,808

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 15,607,640666,16716,273,808 ― 16,273,808

営業利益 821,724 28,782 850,507(472,308)378,199

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年12月31日)

　
医療機器
販売事業
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

27,931,8751,193,26629,125,142 ― 29,125,142

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 27,931,8751,193,26629,125,142 ― 29,125,142

営業利益 1,250,82314,0171,264,841(876,160)388,680

(注)　１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分に属する主要な事業の内容

(1) 医療機器販売事業……医療機器の販売

(2) その他の事業…………医療機器の修理及びメンテナンス、介護福祉機器の販売及びレンタル、医療材料の

購買・在庫管理ソフトのＡＳＰサービス等

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成21年７月１日　至　平成21年12月31日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)

　　その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(千円)

四半期連結
貸借対照表計上額

(千円)

差額
(千円)

株式 128,555 665,686 537,131

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。

　

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)

当社グループはデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

  (共通支配下の取引等)

会社分割

１　結合当事企業の名称及び事業の内容等

(1) 結合当事企業の名称及び事業の内容

(結合企業)

協和医科ホールディングス株式会社　　子会社の支配及び管理事業

(被結合企業)

協和医科器械株式会社　　　　　　　　医療機器の販売及びメンテナンス、介護福祉機器の販売及びレ

ンタル

(2) 企業結合日

平成21年10月１日

(3) 企業結合の法的形式

当社の完全子会社である協和医科器械株式会社を分割会社とし、当社を承継会社とする吸収分

割方式であります。

(4) 結合後の企業の名称

協和医科ホールディングス株式会社

(5) 取引の目的を含む取引の概要

①取引の目的

当社グループは、多様化する医療機関のニーズへの対応、更なる業務効率の改善、国内市場で

の大幅な競争力アップを実現するため、持株会社制への移行を決定し、平成21年７月１日に株式

移転方式により、当社を設立致しました。 

　本株式移転完全親会社設立後、持株会社制移行のスキームにより、子会社から分割する事業の

内容及びそれに伴い承継する資産等を検討し、持株会社制移行の次なる手続きとして、協和医科

器械株式会社の子会社の支配・管理事業を会社分割により当社に承継するものであります。 

　当社がグループ各社の支配・管理を直接行うことにより、重複した各社の管理機能の一層の強

化と効率化を図ってまいります。 

②取引の概要

当社及び当社の完全子会社である協和医科器械株式会社は、平成21年8月28日開催の取締役会

におきまして、協和医科器械株式会社の子会社の支配・管理事業を当社に承継させることを決

定し、平成21年10月1日付で会社分割を致しました。

　

２　実施した会計処理の概要

当該吸収分割については、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）

及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

10号　平成19年11月15日）に基づき、共通支配下の取引として四半期連結財務諸表上の会計処理を

行っております。なお、これによる四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

１株当たり純資産額 5,449円70銭
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

純資産の部の合計額(千円) 4,816,796

普通株式に係る純資産額(千円) 4,816,796

差額の主な内訳(千円) ―

普通株式の発行済株式数(株) 884,452

普通株式の自己株式数(株) 589

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株) 883,863

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 296円99銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 262,508

普通株式に係る四半期純利益(千円) 262,508

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 883,869
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第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 269円98銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 238,626

普通株式に係る四半期純利益(千円) 238,626

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 883,863

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年12月31日)

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

(借主側)

　未経過リース料四半期末残高相当額

１年以内 11,293千円

１年超 97,413千円

合計 108,706千円

(注)　未経過リース料四半期末残高相当額は、未経

過リース料四半期末残高が有形固定資産の

四半期末残高等に占める割合が低いため、一

部を除き利子込み法によっております。

 

(貸主側)

　未経過リース料四半期末残高相当額

１年以内 3,780千円

１年超 3,619千円

合計 7,399千円

(注)　未経過リース料四半期末残高及び見積残存価

額の残高の合計額が、営業債権の四半期末残

高等に占める割合が低いため、受取利子込み

法により算定しております。
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２ 【その他】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

協和医科ホールディングス株式会社(E22995)

四半期報告書

32/34



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月９日

協和医科ホールディングス株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　向　　　眞　生　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　浅　野　裕　史　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている協和

医科ホールディングス株式会社の平成21年７月１日から平成22年６月30日までの連結会計年度の第２四半期

連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年７月１

日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、協和医科ホールディングス株式会社及び連結

子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期

連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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